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1.　は　じ　め　に
　2020 年 3 月，日本では欧米や中国などに遅れて 5G（ファイブジー，5th Generation，
第 5世代移動通信システム）の商用サービスが開始された．2019 年から始まったトライ
アルサービスを契機に，日本国内でも 5Gが多くのメディアに取り上げられ一般に認知さ
れるようになった．同時に，管轄省庁である総務省はこの 5G普及への投資について積極
的に支援しており，通信事業者中心に国内での通信インフラ環境の整備が進められている．
　5Gが登場する背景には，1）我々の生活が急速にデジタルシフトしており，時間的にも
空間的にも制約を受けない，そしてよりパーソナライズされたサービスを求めるように
なってきたこと，2）日本の人口構造の変化により労働力が不足し労働生産性の高い働き
方への変革が求められるようになったこと，などがある．そのため 5Gでは，第 4世代と
呼ばれた 4G/LTE（Long Term Evolution，無線通信技術の一つ）とは異なり，技術面だ
けでなくビジネス面で拡張された特徴を持っている．5G はビジネスの変革を促す契機に
なる通信基盤サービスと言われ，その利活用においては実証からビジネス化の段階であり
実態は未知数なところが多い．ただし，このような地球を覆いつくす通信基盤が社会に浸
透すれば，ビジネスの可能性は大きく広がることは確実である．
　本稿では，2020 年 3 月時点の日本での 5Gの現状を踏まえ，拡張された特徴と，今後の
5Gがビジネスにどのような影響を与えるのかを述べる．
　まず 2章で 5Gの技術的な特徴を説明し，3 章で 5Gのビジネス普及に向けた制度，4 章
で 5G実現によるビジネス面での変化と日本ユニシスグループの取り組みを述べる．

2.　5Gの技術的な特徴
　本章では，4G と比較した 5Gの技術的な特徴を説明し，5G で採用された中核技術と，
5G を今後普及させるための課題を述べる．

　2. 1　5Gで拡張された技術
　従来の 4Gの無線ネットワークとの違いを中心に，5G の技術的な特徴を整理する．5G
は「高速大容量」「多数同時接続」「超低遅延」という特徴をもっており（図 1）［1］，これら
の特徴は従来の4Gとは明らかに異なる．つまり従来の4Gが人と人とのコミュニケーショ
ンを中心に考えられてきた無線ネットワークであるのに対し，5G は人も含めモノとモノ
を繋げる IoT（Internet of Things，モノのインターネット）の分野において実力を発揮
するネットワークアーキテクチャである．
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　「高速大容量（eMBB：Enhanced Mobile Broadband）」は従来の 4Gからの進化と同様
であるが，「多数同時接続（mMTC：Massive Machine Type Communications）」と「超
低遅延（URLLC：Ultra-Reliable and Low Latency Communications）」は 5Gで新たに加
えられた特徴である．5G が実現する「多数同時接続」では，1 平方 kmあたりの接続台
数が 100 万台となり，4G の約 10 倍の性能となる．スタジアム等のように端末が多く集ま
る場所でスマートフォンを快適に使える他，IoT のセンサー機器を高密度で配置する際の
通信ネットワークとして期待されている．「超低遅延」とは，通信ネットワークにおける
遅延，即ちタイムラグを極めて小さく抑えられることである．例えば，自動運転のように
高い安全性/安定性が求められる通信に適用されるテクノロジーである．また，ロボット
の遠隔制御や遠隔医療といった分野においても超低遅延の技術が力を発揮する．

　2. 2　5Gの想定性能
　ITU-R＊1 が勧告している 5G の性能を表 1に記載する．通信速度は従来の 4G と比較し
て下りで最大 20 倍，同時接続数は 10 倍，遅延は 1/10 である．この性能により，例えば
2時間程度の映画のダウンロードが 4Gで 20 秒かかっていたとすると，5G では 1 秒で完
了する．

図 1　5Gの特徴

表 1　4Gと 5Gの比較

通信速度 同時接続数 遅延

4G 最大 1Gbps 10 万デバイス/平方 km 10ms

5G 最大 20Gbps 100 万デバイス/平方 km 1ms
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　これら 5Gの三つの特徴は同時に実現されるのではなく，通信速度は速いが，接続数が
限定されるサービスや，同様に大量のデバイスを接続できるが遅延は従来の 4G並という
ような利用形態となると考えられている（表2）［2］．実際には，通信の目的や利用用途によっ
て特徴を使い分けた料金プランが通信事業者から提供される見通しである．

　2. 3　5Gで採用された中核技術
　前節の性能を達成するため，従来の 4Gのネットワークから新たに採用された技術がい
くつかある．代表的なものが「ネットワークスライシング」である．
　4Gのネットワークでは，接続する端末がスマートフォンでも IoT 機器でもネットワー
クカメラでも通信事業者で特別な設定をしない限り同一のセグメントで通信が行われる．
そのためデータ量は少ないが遅延時間を短くして欲しいという個別な要求に応えることは
難しい．それを実現する技術が「ネットワークスライシング」である．ネットワークを仮
想化してネットワークリソースを分割し，用途に応じたサービスを提供するものである．
　「ネットワークスライシング」の技術要素には，NFV（Network Function Virtualiza-
tion）と SDN（Software Defined Network）がある．従来の通信ネットワークでは，通
信事業者が独自にハードウェアとソフトウェアを組み合わせた専用機器で構築していた．
今日，事業者は，設備投資コスト及び運用コスト削減に向けて，既存の通信ネットワーク
内にNFVと SDNの機能を取り入れることを検討しており，既に一部導入されている．
　「ネットワークスライシング」の採用により，ネットワーク設備を効率的に利用するこ
とができ，エンドユーザー向けに多機能のサービスを提供できると同時に，通信事業者の
設備投資負担を軽減させる効果も期待されている．「ネットワークスライシング」は，
2020 年のサービス開始時は超高速に対応したスライスが提供され，多数同時接続や超低
遅延に対応したスライスの提供は 2025 年頃と想定されている．

表 2　5Gの技術性能要件・評価方法
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　2. 4　5G普及のための技術的な課題
　ここまで 5Gの技術的な特徴について述べたが，これらは主に無線の電波区間の範囲で
ある．エンドツーエンドで見た場合，デバイスから無線区間を経てアンテナから事業者の
基地局/ネットワークセンター経由でインターネット等に接続する．途中の経路において，
ボトルネックが発生した場合，5G の恩恵を十分に得ることができない．
　大量のデータの高速処理ができる無線インフラでは，それを支える周辺のネットワー
ク＊2 の増強，同じくデータを処理するサーバーの増強及び運用の効率化が重要になる．こ
れらを通信事業者/データセンター事業者＊3 が共有して準備を進めなければならない．
　また，スマートフォン等のデバイス側の進化も求められる．従来型のデバイスから，
5G の無線の電波周波数帯に対応しているだけでなく，5G の特徴を活用できるようなデバ
イスへ段階的に移行すると考えられる．2 時間の映画を 1秒でダウンロードできると述べ
たが，そもそも 5Gが普及すればダウンロードはなくなり，クラウド上のコンテンツに快
適にアクセスすること，つまり“体感品質の向上”が重要になる．それを実現するのがイ
ンフラ整備にも包含されるデータ配信の基盤整備＊4 である．
　5Gを普及させるには，5G の性能を最大限に生かすことができる「ネットワーク基盤」
「デバイス」「コンテンツ/アプリケーション」が不可欠であり，いずれかが欠けても 5G
の普及を阻害する恐れがある．

3.　5Gビジネス普及に向けた制度について
　ここでは 5Gビジネスを考える上で関連する制度について触れる．これからのビジネス
展開におけるロードマップ作成時に配慮すべき項目をあげる．

　3. 1　通信事業者向け 5G周波数の割り当て
　5Gが利用する周波数帯は各国の周波数管理省庁による認可を要する．2019 年 4 月に総
務省は，株式会社NTTドコモ（以下，NTTドコモ），KDDI 株式会社/沖縄セルラー電
話株式会社（以下，KDDI/沖縄セルラー電話），ソフトバンク株式会社（以下，ソフトバ
ンク），楽天モバイル株式会社（以下，楽天モバイル）に対して第 5世代移動通信システ
ムの導入のための特定基地局の開設計画を認定し，図 2に示す周波数帯を割り当てた［3］．
この結果に基づき，各社は 2020 年春のサービス開始に向け 5Gの基地局整備を進めた．
　今回の割り当てにおいて注目する項目は，これまでの“人口カバー率”に変わり新しく
“5G 基盤展開率”になったことである．これは，日本の都市部・地方を事業可能性のある
10km四方のメッシュに区切り＊5，メッシュ毎に 5G高度特定基地局を 5年以内に整備す
る率である．これは“人がいないエリア”もカバーすることを前提としている．各社の
5G基盤展開率は，NTTドコモ，KDDI/沖縄セルラー電話は両社ともに90％を超えており，
ソフトバンク，楽天モバイルを含めた詳細については図 3［4］の通りとなっており，普及に
おける各社の戦略が表れている．つまり，これから 5年先のビジネスを検討する際には，
各社の基盤展開状況を合わせて検討することが肝要である．
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　3. 2　5G総合実証試験
　2017 年度（平成 29 年度）から 2019 年度（令和元年度）の 3か年，様々なテーマにお
ける5G総合実証試験が産官学により実施された．2019年1月に開催された総務省主催「5G
利活用アイデアコンテスト」には，個人応募を含め700件を超えるアイデアが応募された．
その中のいくつかのアイデアは，2019 年度の実証試験に採用され，地方が抱える課題の
解決や地方創生への寄与をこれまで以上に目指した，より具体的な利用モデルの検証が実
施された（表 3）［5］

図 2　5G周波数の割り当て

図 3　5G特定基地局の開設計画に係る認定申請の概要
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　5Gを活用したビジネスでは，新たなビジネス形態として“B2B2X モデル”が提唱され
ている．つまりこれまでの通信事業者と利用者の 2者間でのビジネスではなく，その間に
サービス提供事業者が入ることで，通信事業者とサービス提供事業者が連携して，より質
の高いサービスを利用者へ提供することを目指している．5Gビジネスにおいてはこのサー
ビス提供事業者の役割や振る舞いが重視される．

　3. 3　ローカル 5G制度
　ローカル 5Gとは，通信事業者による全国向け 5Gサービスとは別に，地域の企業や自
治体等の様々な主体が，自らの建物や敷地内でスポット的に柔軟に 5Gネットワークを構
築し利用できるようにする新しい仕組みである．通信事業者による 5G提供エリアになっ
ておらず，サービス提供が受けられない場合や，5G のネットワーク環境を自らだけで占
有することにより通信の安定性やセキュリティの担保を実現する際に，活用されることが
期待されている．基本的には，自営目的での利用を想定しているが，地域に密着した多様
なニーズに対応するため，地域の企業にネットワーク構築を依頼し電気通信役務として提
供を受けることもできる．このローカル 5Gで利用する周波数帯も認可制である．
　ローカル 5Gの特徴は，①地域や産業の個別のニーズに応じて，地域の企業や自治体等
の様々な主体が柔軟に構築できるシステムであること，②通信事業者によるエリア展開が
すぐに進まない地域でも独自に5Gシステムを構築・利用できること，③通信事業者のサー
ビスと比較して他の場所の通信障害や災害およびネットワークの輻輳などの影響を受けに
くいこと，などが挙げられている（図 4）［6］．よって，5G ビジネスを手掛けるための最初
の段階ではこの仕組みを活用しノウハウを蓄積するのが有効である．

表 3　2019年度の 5G総合実証試験
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　このローカル 5Gに割り当てられている，また今後割り当てが検討されている同一/隣
接周波数帯には，公共業務用システムや衛星通信システムなどの既存の無線局が存在して
おり，一部の周波数帯は屋内利用に限定されるなどの制限事項が付与されている．そのた
めに，総務省では「異システム間の周波数共用技術の高度化」の研究開発が進められてい
る（図 5）［7］．
　また 5Gの導入促進を目指し，2020 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までの予定で“5G

図 4　ローカル 5Gの概要

図 5　異システム間の周波数共用技術の高度化
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投資促進税制”という税制優遇措置が創設された．これは，通信事業者及びローカル 5G
用無線局の免許人双方が対象となっている．ローカル5G用無線局の対象設備においては，
送受信装置，空中線（アンテナ），コア装置，光ファイバーといったローカル 5G活用で
問題になる設備コストの負担が軽減される．

　3. 4　5Gと交通信号機の連携
　全国の交差点に設置されている約 20.8 万基の交通信号機の高度化を目的として，交通
信号機に 5Gアンテナを設置することが，2019 年 6 月 14 日に「世界最先端デジタル国家
創造宣言・官民データ活用推進基本計画」にて閣議決定された［8］．その計画書によると，
2019 年度に交通信号機に設置する 5G アンテナ等の仕様案の作成及び試作，機能確認，
2020 年度からの社会実証開始，2025 年度の全国展開完了が記されている．
　これらの導入の狙いは，5G 普及の大きな課題である基地局の不足に対して信号機付近
の 5Gエリア化によるインフラ展開を加速するとともに，スマートシティ実現に向けた全
信号機の集中制御による交通管制システムの高度化，及び回線費用の削減，信号情報や交
通情報等の提供，周辺車両情報や各種センサー情報等の収集による自動運転の実現などが
挙げられている（図 6）［9］．この動向は 5Gの展開においてとても重要な要因となる．

　3. 5　東京都データハイウェイ構想
　5Gの普及は首都圏中心に始まるため，2019 年 8 月，東京都は 5Gネットワークの早期
構築を目指して「TOKYO Data Highway 基本戦略」を策定し，2020 年 2 月には「スマー
ト東京実施戦略」を策定し公表した［10］．その中には，東京を訪れる人に「つながる東京」
の環境を提供する 5Gアンテナ基地局等の設置促進に向け，都が保有するアセットデータ
ベースの利用手続きの簡素化を図るとともに，基地局設置手続きのワンストップ窓口を創
設することなどが記されている．また，産業振興における ICT/5G の活用として「5G に
よる工場のスマート化モデル事業」の推進や，東京型スマート農業プロジェクト（ローカ
ル 5Gを活用した新しい農業技術の開発），中央卸売市場における 5G環境を活用した最先
端技術の導入可能性調査などが挙げられている．また，救急活動における 5G通信活用の
有効性等に係る調査，気候変動・大気環境に対する現状確認・計測における 5G施策検討

図 6　5Gと交通信号機との連携
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調査などが検討されている．このように，5Gビジネスにおけるサービス提供事業者にとっ
て有用な情報と，それにすぐにアクセスできる貴重な仕組みが提供されることとなる．

4.　ビジネス面からの 5G
　本章では，ビジネス面での変化と日本ユニシスグループの取り組みについて述べる．

　4. 1　5Gの実現によるビジネス変化
　通信事業者が提供する 5Gのサービスは，2020 年 3 月から本格的な展開が開始された．
また，ローカル 5Gの免許申請も 2019 年 12 月に開始されており今後順次免許が交付され
る．一方，3. 1 節で述べた通り，5G 基地局の設置は数年をかけ順次整備される見通しで
あり，またローカル 5Gで利用できる割当周波数も数年をかけて順次拡大される．これら
の状況を踏まえると，5G のカバーエリアやその周波数特性を踏まえた利用モデルの実現
が本格化する時期は，2023 年から 2024 年頃になると見込まれる．現在，通信事業者が先
導している B2B2X モデルのもと，様々な企業がパートナーと共創し，イノベーションの
創出に励んでいる．
　5Gの具体的な適用範囲としては，農業，林業・水産業，工場，港湾・インフラ（監視等），
教育，医療・ヘルスケア，観光・文化，スポーツ，防災・減災，スマートシティ，働き方
などの様々なシーンでの活用が期待されている．利用用途としては高速大容量の特徴を活
かした 4K・8K 高精細画像の送受信や多視点映像の配信，ストリーミング型サービスの展
開が代表的である．また，低遅延，多数同時接続の特徴を活かしたイノベーション創出の
主な取り組みとして，建設現場などにおける重機の遠隔操作や将来を見据えた遠隔医療・
遠隔手術での活用がある．また，AR/VR/MRでの利用や IoTセンサーとしての活用に向
けた検証も進められている．
　4K・8K 高精細画像のリアルタイム伝送ができるようになることで人工知能などの分析
精度がこれまで以上に向上し，さまざまな自動化技術がより進展する．遠隔地との通信に
おける容量制限や遅延問題から解放されることで，どこにいても体感や操縦がよりリアル
タイムにできるようになる．また通信の進化と合わせてアプリケーション側の処理能力向
上が伴うことでビジネスイノベーションはさらに進化する．これらは，離島や非常時での
遠隔教育，超高齢化社会における介護・見守り，現在大いに期待されている車両の自動運
転，そして，防犯・監視，災害対策などの向上に大きく寄与する．またこれらに利用され
るデバイスは順次 IP 化され，5G で実現されるネットワーク基盤で相互に結びついて新た
な価値を生みだし，利用者や稼働するモノへとフィードバックされる．
　このような 5Gのイノベーションが日本国内にもたらす経済効果は，総務省の資料［11］に
よると最も大きいのが「交通，移動，物流分野」で 21 兆円，次いで「工場，製造，オフィ
ス分野」で 13.4 兆円，「医療，健康，介護分野」で 5.5 兆円，他の 9 分野との合計で約
52.6 兆円になると試算されている．
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　4. 2　日本ユニシスグループの 5Gビジネスへの取り組みについて
　日本でも 5Gのサービスは開始されたものの，その特徴である三つの機能のうち今後新
たな価値につながるビジネスに求められる超低遅延，多接続についてはまだ実証実験段階
である．そのためいち早くノウハウを蓄積したい事業者は，まず“ローカル 5G”を選択
することが有効である．
　ローカル 5Gに取り組む事業者は一般的にプライベート LTE（自営等BWA（広帯域移
動無線アクセス），SXGP（自営 PHS の後継規格）等）の実証実験から入り，その後ロー
カル 5Gの実証実験に取り組むことを検討しているケースが多い．ローカル 5Gのシステ
ムが市場に出揃うのは2020年後半になると予測されている．また，ローカル5GがSA（ス
タンドアローン）の状態で提供されるのが 2022 年以降と想定されており，5G の特徴的な
機能である超低遅延や多接続での検証ができるタイミングは更に遅れることになる．
　日本ユニシスグループにおいてネットワーク事業をコア事業の一つとしているユニア
デックス株式会社（以下，ユニアデックス）は，通信事業者による LTE/5G，エンドユー
ザーが独自に構築するプライベート LTE，ローカル 5Gと回線選択の幅が広がる世界を予
測し，モバイルブロードバンド回線に依存せずに，セキュアかつフレキシブルにアクセス
環境を提供するサービスを検討している．LTE over IP の技術で独自のサービスを展開す
る株式会社 LTE-X と 2019 年 3 月に業務提携し，「Wrap（ラップ）」［12］サービスの企業向け
実証実験を開始した［13］．
　LTE over IP の技術とは，IP ネットワーク上で LTEと同じプロトコルを使用し，LTE
の端末認証をはじめとした各種機能が利用できる技術である．LTE を携帯電話のネット
ワークとしてではなく，携帯電話のネットワークを支える端末制御及びセキュリティプロ
トコル群として捉えている．LTEを仮想化し，IP の接続ができる環境であれば，IP ネッ
トワーク上のLTEで仮想ネットワークを構築してセキュアな通信を実現する．Wrapサー

図 7　「プライベート LTEソリューション」
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ビスのシステム概要を図 7に示す．
　LTE over IP による仮想プライベート LTEを用いて，社外にある端末をユニアデック
スのクラウドサービスに接続し，社内システムや各種クラウドサービスなどのアクセス先
への経路制御や優先制御・プロトコル制限など，端末ごとのエンドツーエンドの通信制御
のすべてをクラウド上で提供する．サービスの特徴は以下の通りである．

　　1）　ゼロタッチ接続
　「Wrap」が提供するソフトウェア SIMによる強固なネットワーク認証を用いること
で，利用者に認証操作を要求することなく社内ネットワークにアクセスできる．

　　2）　高セキュリティ通信
　TCP/IP ネットワーク上で仮想 LTEによる通信を行うことで，フリーWi-Fi や自宅
のインターネット回線などでも，世界中から LTEと同等の最高強度のセキュア通信が
できる．

　　3）　ユーザー利用状況の可視化
　ソフトウェア SIMごとに接続時間や通信量などが可視化されることで，端末・ユー
ザー単位での稼働状況・実態に即した勤務状況などを容易に把握できる．

　　4）　インターネットブレークアウト
　インターネットや SaaS サービスへのアクセスに「Wrap」のインターネットアクセ
スサービスとUTM機能を利用することで，企業内インターネット回線へのトラフィッ
クを安全にオフロードできる．

　近い将来，5G のインフラ整備とともにエンドユーザーで 5Gを活用したビジネスアイ
デアが多く生まれてくると想定される．ネットワーク環境を 5Gへスムーズに移行するた
めにもWrap サービスは有効な手段である．

5.　お　わ　り　に
　ついに日本国内で 5Gの商用サービスが開始された．サービス開始当初はサービスエリ
ア，料金体系のバリエーションなど限定的になると想定されるが，基地局の整備段階に従
い全国で様々なモノが新しいネットワークにつながることができる．
　2020 年以降に新たにデジタルツールを手にする人は「5G NATIVE」となり物事の考え
方やデバイスやアプリケーションの使い方が変わってくる．日々の変化についてはあまり
大きく感じられないかもしれないが，5G がもたらすビジネスの変化はあらゆる場所で継
続的に発生することになる．
　現段階で5Gのキラーコンテンツ有力候補は，MR（Mixed Reality）と思われる．ただし，
現在のヘッドマウントディスプレイのような装着するものではなく人の体と一体感のある
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デバイス（コンタクトレンズ型ディスプレイなど）やハプティックス技術による触覚転送
が 5Gで実現すれば，あらゆる生活シーンで劇的な変化をもたらせる．このあたりは超低
遅延機能におけるエッジコンピューティングとの連携などで，今後より進展する分野でも
ある．
　5Gは「新しい無線の電波」の話ではなく，「コンテンツ/アプリケーション」「デバイス」
「ネットワークインフラ」「オペレーション」等を変化させ，次世代のビジネスを開拓でき
る基盤である．今回は 5Gにフォーカスして述べたが，実際には光ファイバー網や認可が
不要なWi-Fi 6 との協調などにより柔軟なネットワーク基盤が構成されてくる．その際に
はミッションクリティカルの程度やサービスの柔軟性などにより利用するネットワークを
組み合わせたり選択したりすることになる．今後も 5Gおよびその関連する技術の動向や
通信事業者の戦略を注視し，5G を活用した新しいビジネスの企画検討を続けていく．

─────────

＊ 1 国際電気通信連合における無線通信に関する事項を担当する部門
＊ 2 アンテナから基地局およびコアネットワークまでの光ファイバー網等
＊ 3 携帯電話事業者だけでなく，固定系のネットワークを有する事業者
＊ 4 コンテンツデリバリーネットワークを 5G対応できるよう強化すること
＊ 5 国内約 4500 メッシュに区切られる
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